













































































































































































































































































定 期 預 金 利 率
3　　ケ　　月
ボンベイiカルカッタ1マドラス
　2　　16
2ナー4
2一Qー3÷
　　3．50
2⊥一4」旦11⊥4⊥
3。50
3．25
　2　　　4
1諺「4
2遷一一3ナ
　　3．48
3．33
3．50
3．50
3－4一Q
1ナ4
2茅＋歩
　　3．41
3。50
3．43
6　　ケ　　月
ボンベ ｫ力・・カ・列マドラス
2－4窒
　2－4
2茅一3十一
　　3．49
3．75
3．75
3．75
2－4÷
　2－4
2一焉{ゲ
　　3．38
3．74・
3．75
3．62
2－4÷
　3－4
2÷一3一歩
　　3．4牛
3．75
3。75
3。68
（1）ステ門ト・バンクにおける利率（日銀，外国経済統計月報）
　株式銀行の業務について見れば外国の銀行のそれとの間に相異は見られない。近代的な
形態をと＼のえた銀行である。貸付の通常の形式は当座貸越と保証貸付とである。借手の
署名した約束手形に対し行われ，前者では債券または株券が，後者では商品が担保とされ
る。大都市では株券担保による貸付が多いが，農村では農産物担保貸付が行われ，稀に不
動産貸付が行われることがある。また無担保貸付も約束手形に対し行われ，シュロッフや
経営代理業者（management　agent）により裏書されたものである。このほか土着銀行に
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よるフンデイ手形も使用されるが，これらを合わせてもその金額は少ない。信託業務およ
び外国為替業務については若干の大銀行がこれを行うが，一般の銀行はこれを行わない。
（村井俊雄氏「インドの金融機関」アジア経済研究所，インドの金融制度所載145－6頁）
　つぎに非指定銀行の業務について見ると下の表の示すが如くである。
これによって明らかなことは非指定銀行の店舗数は減少しているが　G951年末の本支店数
含計，1，473行，1953年末は1，351行，1959年末は926行）その営業成績も漸次減退を示して
いる。（P．CJain；Currency，　Banking　and　Finance　in　India，　PP．230－1。）
払込　資　本　金
準　　備　　金
全　　　預　　　金
現金，準備銀行預金
投　　　　　　　資
貸　付，　割　　引
1956－57
（最終金曜日）
　7．19
（33。04）
　4。40
　71．30
　4．66
　31．52
　45．18
預金に対する比率
　現　　　　金
　貸　　　　　付
　投　　　　　資
6。5％
63．4％
44．2％
1957－58
（　〃　）
　5．99
（35．09）
　3。00
46．44
　3．51
　16．11
　33．05
7．6％
71．2％
34．7％
1958－59
（　〃　）
　4。96
（35．79）
　2。94
　45。68
　3．55
　15．19
　30．70
7。8％
67．2％
33。3％
1959－60
（　〃　）
　4．71
（35。93）
　2．78
47。38
　3。62
　15．32
　32．59
7。6％
68．8％
32．3％
（　）内は指定銀行の払込資本金を示す。 単位1000万ルピー
　外国為替銀行
　インドの金融組織の中で外国為替銀行の占める地位は，イギリスの植民政策史に関連す
る問題でもある。イギリスの東印度会社の設立は1600年であるが，外国為替銀行の設立は
遙かに遅れて1844年のDelhi　and：London　Bankにはじまる。外国為替銀行の主要業務
は貿易金融にして，外国為替の売買，輸出入手形の取扱いであるが，外国為替銀行と称し
た場合，従来は外国系銀行を指すもので，その銀行の本店がインド国外にあるか或いはイ
ンド人資本ないしその経営下にある銀行以外の銀行を意味する。従って植民地時代と戦後
インドの独立以降とは事情を異にしイシド系為替銀行についてその重要性が漸次高まって
きたとい＼えよう。
　インドにおける外国為替業務は主として外国系銀行によって行われてきたが，インドの
独立，為替管理の実施或いは株式銀行の発達によってインド系銀行の外国為替業務も漸く
活濃化してきたにもか＼わらず，現在なお外国系銀行の占める比重は大きいものがある。
現在（1956年）外国系銀行は15行を数え，主としてボンベイとカルカッタに多く設けられて
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いる。　（「インドの金融機構」20－1頁。東京銀行月報）
　イギリス系British：Bank　of　the　Middle　East．
　　　　　　　Chartered　Bank。（1956年末改称，旧称Chartered　Bank　of　India・Australia
　　　　　　　＆Chlna）
　　　　　　　Grindlays　Bank．（旧称Grindlays　and　Company）
　　　　　　　：National　Bank　of、　India・（1958年Grindlays　Bankと合併し・現在の名称は
　　　　　　　National　and　Grindlays　Bank）
　　　　　　　Lloyds　Bank．
　　　　　　　Honkong＆Shanghai　Banking　Corporation．
　　　　　　　Mercantile　Bank．（1957年1日称Mercantile　Bank　of　Indiaより改称，1959年
度　　　　　　上述の香港上海銀行の子会社となる。）
　　　　　　　Eastern　Bank。（1956年Chartered　Bankのさん下に入る。）
　アメリカ系First：National　City：Bank　of　New　York．（旧称National　City　Bank　of
　　　　　　　New　York）
　　　　　　　American　Express　Company　Incorporation．
　日本系Bank　of　Tokyo．（1日称Y・k・hama　specie　Bank．1894年支店設置）
　　　　　　　Mitsui　Bank．　　　　　　　　　　　　　　　／
　オランダ系　Nederlandsche　H：andel　MaatschapPy．
　フランス系Comptoir：National　d’Esc6輯pte　de　Paris，
　中共系Bank　of　China．
　・このほかにパキスタン系銀行として，National　Bank　of　Pakistanおよび：Habib　Bank
がある。外国系銀行の営業基盤は商業銀行としての一般業務を行っているが，勿論その主
力は本国の経済力を背景とし，インドとそれら銀行の本国およびインドと外国地域との間
の貿易金融・輸出入為替業務にあり，本国から対インド投資および投資利潤の本国への送
金業務など多方面の業務を営んでいる。インドの銀行と同じく銀行法の規制を適用されて
いる。外国為替銀行に対し，インド系為替銀行は対抗できる程に発展しなかった。外国系
銀行が対象としない弱小商社に対する敢引を行い，殊に真珠，貴金属などの売買を主体と
する外国為替業務であった。資本的にも外国系銀行と競争することは不可能であり，制度
的にも外国金融中心地に支店を有せず為替の売買が円滑に行われうる地盤を欠いでおり，
且つ人的にも外国為替業務に未熟にしてまた不足していたことは，イギリス支配下のイン
ド金融制度の必然的結果であった。（鎌谷茂喜氏「インドにおける為替銀行」アジア研究所インド
の金融制度所収，264－5頁，315頁）・
　外国系銀行の中でイギリス系の占める地位は依然として高く，1958年末において銀行数
7行，支店数51店であるが，インド独立後指定銀行中で占める地位もまた外国系銀行の中
で占める地位も低下してきた，しかしながら資金量，融資額，純益額を総合して最も強力
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なのは：Lloyds　Bank，　Natlonal　alld　Grindlays　Bank，　Chartered　Bank，　Hongkong＆
Shanghai　Banking　Corporation　の順で，他の外国系銀行よりなお強力である。アメリ
カ系銀行の占める地位はイギリスにつぐが，純益額について見るとイギリスをぬいて第一
位にあり近年急速な増加を示している。インド市場に対するアメリカの経済的進出の極め
て急速であることを物語るもので，事実インドの5ケ年計画に要する資本財輸出，アメリ
カ政府借款，輸出入銀行および開発基金からの借款，　さらに余剰農産物援助やコロンボ・
プランによる援助など考慮に入れるとアメリカ系銀行の進出の背景が理解される。日本系
銀行は第二次大戦で1941年3行（台湾銀行を含む）が接収されたが，戦後再び進出し東京
銀行が1952年支店を設置し，ついで1955年三井銀行も支店を開設したが日本とインドとの
貿易関係からその営業規模も小さく外国系銀行の中で占める比重も低い状態にある。その
進出が遅かったためにインドにおける優秀商社との取引が少なく中小商社が対象となった
こと，さらに日本系商社が外国系商社に比し自己資本に乏しく銀行に対する依存度が高か
ったにもか㌧わらず，日本系銀行の資金源が外国系銀行中最も不安定で，インド内のコー
ル資金など高率な外部資金を利用せざるを得なかったために収益率が低い結果に終わって
いる。（S．¢Panandikar；Banking　in　India，　P。21．鎌谷氏前掲論文，260頁，291－3頁，296頁）
　外国系銀行の諸勘定総合表を見ると次の如くである。　（鎌谷．氏，前掲論交353－5頁所載）
国　　籍
イギリス
ア　メ　リ　カ
フ　ラ　ンス
日 本
中 国
オランダ
台数
7
2
1
2
1
1
パキスタ �Q
ポルトガル 0
合 計　16
年
1949末
1958〃
1949〃
1958ク
1949ク
1958〃
1953ク
1958〃
1949〃
1958〃
1949〃
1958〃
1949〃1
1958〃
1949〃
1949〃
1958〃
：在イン’
ド支店預　歩
数
51
51
3
4
2
2
2
3
3
2
4
2
11
2
1
75
66
　　　i
貸付1翻
　　　1
1，470。8　　　929．2
1，628．211，142．5
81．7
194。6
22．6
35。0
48。8
63。5
11．6
15。1
99．1
187．3
6．6
13．1
10．4
8。9
証券
投資
純益金
1。4
26．1
0。9
67。3
6．6i　8。2
40・5i　29・7
28。2
20．0
45。0
13。1
10．5
1，665。4
1，957．5
47．3
25。7
8。3
3。5
2。7
1，056。1
1，34了。3
429．7　18。23
396．8　　4．21
44．0
1．0
6．2
1。012．1
12。8　4。7
2。19
4．43
0。38
0．52
一〇。16
0．46
12。8
15。0
34。4
12．7
1。7
3。8
0．8－0。3
11．5　　0。26
6．3
0。94
0。17
29。1
5。5
一　42．2
165。0
253．6
502。8
475。0
0。03
0。17
0。24
12。74
10．22
全外国製全野国王
文中に占1立中に占
箆垂預噌諜融
88．3％
83．2
4．9
9。9
1．4
1．8
0。1
1．3
0．4
2。1
1．7
1．0
2。7
0。7
6。0
100
　　％
84．6
82．9
3。2
5。8
1．3
1．5
0．2
4。1
1．3
2。9
4．7
2。1
2．3
0．7
2。6
100
全外国銀
行中に占
める純益
比率
　　％
84。1
41．3
10．1
43。3
1．7
5。1
一1．1
4。5
一1．4
2．5
4。3
1．7
0。1
1。7
1。1
100
（単位100万ルピー，行数は58年末現在）　（Reserve　Bank　of　India，　Statistical　Tables，）
　これよりさき1934年のインド準備銀行法付則により指定されたインド系為替銀行は12行
で・外国系銀行数より少なかったがインド系指定銀行数の39％におよんでいた，1947年外
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国為替管理法によって政府にかわってインド準備銀行が管理を担当することになったが，
政府の政策がインド系為替銀行をして外国系銀行に対する競争力をつけるために，外国系
銀行に従来の如くインドの外国為替を大量に取扱われることを排除しようとする政策をと
っている。1958年末ではさらに9行の増加を見て21行に増加している。インドの5ケ年計
画は，民間企業と金融機関との相互補強関係による資本蓄積によって，急速に経済の近代
化，自立化を遂行しつ＼あり，この過程でインド系銀行は相互の激しい競争にもか㌧わら
ず，外国為替業務に関して協力体制によって外国系銀行の勢力削減につとめるであろうし，
三局的にインド経済の外国支配からの脱却にむかわせているものと考えられる。　（鎌谷氏前
掲論文，273－4頁，336－8頁）
　土地抵当銀行，協同組合銀行
　株式銀行が主として都市にあって商工業に結びつくに対し，農業金融機関として協同組
合銀行および土地抵当銀行がある。協同組合銀行は短期資金の供給を，土地抵当銀行は長
期資金の貸出を主要業務としている。
　インドにおける産業経済で農業部門の占める重要性から，農業金融を組織化し，農村経
済の地盤を強化するために協同組合運動が推進されてきた。インドの農村に深く密着して
きたものは伝統的なマネー・レンダーであった。彼らの高利は貧しい農民にとって大きな
負担であった。農業金融が商業金融とその性質を異にすることから一般金融機関の活動対
象から除外されてきたことは先進国におけると同様である。
　農業の基本的性格から農村経済の発展のために，中央および各州政府は協同組合制度の
必要を認め，古くからその運動を積極的に進めてきた。その運動が結実し，1904年および
1912年の協同組合法（Co心perative　Societies　Act）が成立し，その下に多くの州で協同
組合銀行が設立されるようになり，インドの金融組織の申で重要な一部門を担当する機関
となった。　（東京銀行月報，前掲論文）
　’協同組合銀行は連合的な構造をもっている。その底辺に都市および：地方の基本組合（prL
mary　societies）があり，その上に中央連合会　（central　unions）と中央協同組合銀行
（Central　co心perative　bank）があり，その頂点にエペツクス・バンク　（apex　bank）
として知られている州協同組合銀行（State　cooperative　bank）がある。（P．　C．　Jain；ib・
id．，　PP。235－6。　P。239。）
　基本組合は農村単位で構成され，その資金は一部は組合員の出資金と他は預金および中
央協同組合銀行からの借入金に依存している。組合員は地域の住民であることを要し，身
分，信条などの資格を問われることはない。組合員に対しその農事の必要資金の貸付を行
う。
　中央協同組合銀行は下部組織たる基本組合の連合会で，地方の都市に本店を設け支店を
もつものもある。その構成は基本組合のほか，個人の組合員をも包含しまた都市の住民を
も組合員としている。従ってその業務範囲も広く，その資金源は組合員の出資金のほかに
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預金，州協同組合銀行からの借入金に依存している。その主要業務は基本組合に資金の貸
付を行うことにある。しかしながら近年は通常の商業銀行業務をも引受けてきた。フンデ
イ手形の割引や農産物を担保とする貸出も行っている。また重要なことは調整機関として
の任務をもつこと，すなわち基本組合間の資金の過不足を調整することであって，基本組
合相互間では直接，資金の融通を行うことは原則として認められていない。
　綿織の頂点をなす州協同組合銀行は，すべての中央協同組合銀行を統合レている。その
主要業務は中央協同組合銀行の資金の過不足を調整することで，中央協同組合銀行相互間
の直接の融資はこれを行わず，州協同組合銀行を通ずることになっている。下部機関から
の預金の受入のほか地方公共当局や都市の富豪からの預金をも吸収し，インド準備銀行，
ステート・バンク或いは指定銀行と取引を行っている。商業銀行や金融市場とリンクする
ことによって，州協同組合銀行を媒介として，農村の協同組合銀行組織とインド金融市場
との連けいが行われることになる。
　協同組合金融機関の発達にもか＼わらずインドの耕作民に対する融資はまだ決して十分
な状態ではなく必要額に遙かに不足している。中央協同組合銀行と州協同組合銀行に共通
なことは何れも資本金に乏しいことである。それは銀行の取引する住民の貧しさと，利潤
率の低さからの積立金の不十分なことによる。第3次5ケ年計画の完了が農業部門の金融
事情の改善をもたらすならば，資本金の増加を可能とするであろう。
　1958年6月末における数字を見ると次の如くである。（P．c．　Jain；ibid．，　P。237．）
行　　　　　　　出
店　　　舗　　　三
組　　合　　員　　数
貸付額（当期間内）
返済額（　〃
貸
投
自
信
運
付
資
己　　資
転　　資
）
残
額
本
金
本
州協同組合
銀　　　行
　21
　191
32，181
77．18
57．21
61．54
25．30
11．93
45．45
109。14
申央協同組合
銀　　　　行
　418
　　985
322，819
104．14
79．15
90．76
28．53
24。99
66．88
147。00
（単位1000万ルピー）
立されたが，その主要業務は土地抵当による長期資金の供給である。
による長期資金の調達のほかに政府からの借入および預金に依存している。
中央土地抵当銀行と基本土地抵当銀行とあり，1958年6月末における行数はそれぞれ前者
　土地抵当銀行は長期農業資金の供
給を行うものである。土地抵当銀行
の必要は，協同組合銀行の貸付ける
資金が短期であるために，その資金
に依存する基本組合が農民に対し長
期の貸付を行い得ないことおよび基
本組合が土地不動産を担保とする貸
付を行わないことから起きたもので
ある。従来はzamindar，　mahajan
或いはマネー・レンダーが長期融資
を行っていたが，これら業者の存在
しない地域では特に土地抵当銀行の
必要さが緊急に感ぜられていた。協
同組合法によって土地抵当銀行が設
　　　　　　　その資金1ま債券発行
　　　　　　　　　　この銀行にも
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が17行，後者が347行となっている。（P．C．　Jain；ibid．，　P．243．　P．245．　P24了）
　ステート●バンク
　インドにおいて中央銀行という考え方は古いもの＼1つである。最初の試験的な努力は
1921年に至って実現した。すなわちその年，合計68支店をもつマドラス，ボンベイおよび
カルカッタの三省立銀行　（Presidency　Banks）が合同してインド帝国銀行　（Imperial
Bank　of　India）となった。これがステート・バ・ンクの前身である。上の今立銀行はもと
もと1862年以前においては政府によって直接統制され，銀行は特許状によって課せられた
制限内でしか営業できなかった。しかしこの銀行は紙幣発行権をもつ銀行であったが，18
62年この権限を奪われたがその代償として営業上の多くの制限を解除されていた。合同計
画によってインド帝国銀行と発展した時は，その払込資本において3750万ルピーから5620
万ルピーに増加し全預金（公共および個人預金）に対する資本金と積立金との合計比は1920
年の9．6％から1921年に13．7％に上昇した。（S．K．　Muranjan；Modern　Banking　in　India，
PP．95－7．）
　インド帝国銀行は1921年の設立から1955年ステート。バンクに改称されるまで，インド
における最大の商業銀行であり，加うるに中央銀行的職能をも果したものである。
　この銀行は1921年から1935年にかけて，通常の商業銀行業務を行ったがその特殊の性格
から政府によってその営業に種々の制限を課せられていた。二時に中央銀行としての通貨
の調節，金融市場における金利の統制を行った。　さらにこの銀行は株式銀行および為替銀
行からの預金を保持し，手形交換所としての機能も果していた。しかしながら十分に成熟
した中央銀行ではなかった。また政府の国庫金に関する業務をも営んだ。（P。C．　Jain；ibi・
d。，PP　217－8．）
　インド準備銀行の設立後は重要な変化をこの銀行は受けることになった。1934年のイン
ド帝国銀行法修正によってその貸付業務に課せられていたすべての制限は除去され，不動
産を担保とするまた6ケ月を超える貸付を行うことや外国為替業務の取扱いが認められる
に至った。しかしその後も準備銀行の補助機関としての業務を営み準備銀行がその支店を
もたない地域においては代理店としての役割を果し，最大の商業銀行としてインド金融市
場のリーダーであった。1955年国有化され現在の呼称にかわることになった。ステート銀
行の経営は総裁，副総裁および理事より構成される中央理事会（Central　Board）にゆだ
ねられ，さらにボンベイ，マ・ドラス，カルカッタにそれぞれ地方理事会（：Local　Board）
が設置されている。　（P．C．∫ain；ibid．，　PP．218－20．）
　帝国銀行は1955年7月で国内に461にのぼる店舗を有し，指定銀行預金総額の23％，貸
付額の20％，投資額の25％を占め，主要な資金の供給者として金融市場に介入し，商業銀
行と土着金融機関を結合する役割を果していた。一般の商業銀行は季節的資金の需要に際
しては，準備銀行よりもむしろ帝国銀行の貸出に依存する慣習があって，この銀行の貸出
利率やフンデイ手形の割引率は金融市場の基準金利の機能をもっていた。ステート銀行は
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帝国銀行の業務と地位を引ついでいる。
　国有化によって5ケ年計画に対する資金供給機関として重要な地位にあり，また商業銀
行が従来殆んどこれを行わなかった農業金融分野をも担当し，農業金融の円滑化，全土を
通ずる送金の便宜さの拡充に力を致している。また改称後5ケ年間の間に400以上の店舗
を新設せんとする拡充計画をも要求された。工業金融の分野では1956年の水先案内計画
　（pilot　Scheme）によって，小企業育成のための金融を行い効果をおさめつ～ある。
（P．C．　Jain；ibid．，　PP．221－3．　P．225．）
　　　　　　　　　　　　　　　　（単位1000方ルピー）　　　インド準備銀行
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　インド準備銀行は1934年の
Reserve　Bank　of　India　Act
に基づいて設立された中央銀行
であるQ「インドにおける通貨
の安定を確保する観点から銀行
券の発行と準備金の保有を規制
し，且つ一般的に国家の利益と
なるよう通貨および信用制度を
運営するため」　（同法前文）の
目的で，当初5000万ルピーの資
本金を有する株式銀行として発
足したが，1948年政府は株主に
対する補償を行って全株式を取
得し国有化された。（日本銀行調
査局「各国の中央銀行制度」）
　その政策決定および一般業務監督は中央理事会（Central　Board　of　Directors）の権限
で，その構成は中央政府の任命する総裁1名，副総裁2名（議決権なし）理事11名　（地方理
事4名，その他理事6名，議決権なき政府代表1名）からなり，総裁，副総裁の任；期は5年と定
められている。その本部（central　office）はボンベイにある。総裁は中央理事会の議長
であり，その決定に基づいて執行機関の責任者となる。中央理事会の諮問機関として地方
理事会（Local　Board）が設置され，中央政府の任命になる地方理事　（5名，会長互選）
が地域的，経済的利益（特に協同組合銀行，土着銀行）の代表となっている。理事は中央，
地方とも任期は4年となっている。地方理事会はボンベイ，マドラス，カルカッタおよび
ニューデリーの4ケ所にある。
　準備銀行の主要な機能は他のいつれの国の中央銀行と同じくこの国の通貨信用を調節し，
ルピーの対外価値の安定をはかり，政府の銀行業務の処理にある。通貨信用の調節機能は
準備銀行の最も重要にしてまた困難なものである。準備銀行がこの制度の中で通貨信用量
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を調節し，循環に必要な通貨量に過不足なきようにつとめ，また商業銀行による信用膨脹
の規制や緊急時における加盟銀行の援助をも行わなければならない。　（P．C。　Jain；ibid．，
p．192．）従って主要業務とするところは次のようになる。
　（1）独占的な発券銀行としての銀行券発行
　（2）商業銀行その他州’協同組合銀行を含む金融機関に対する銀行の銀行としての役割
　（3）公定歩合政策，」オープン・マーケット・オペレーション，支払準備率操作の如き量
的金融統制のほか，選択的金融統制，直接的な融資規制など質的金融統制をも含めて全般
的な金融政策の実施
　（4）ルピーの対外価値（為替相場）の安定のために，外国為替の売買および為替管理の
業務実施
　（5）政府の銀行として国庫金の取扱いならびに公債発行に関する業務
　準備銀行の以上の業務のうち，ここでは銀行券の発行および量的金融政策について考察
する。
　準備銀行はイングランド銀行にならって，発行部（lssue　Department）と銀行部（Ba－
nking　Department）とにわかれ，銀行券の発行はこれを銀行部が行っている。発行部は
毎週金曜日現在の週報によってその資産，負債の計数を発表している。発行部の資産は金
貨および金地金，外国証券，ルピー貨，インド政府ルピー証券で構成されている。他方発
行部の負債を構成するものが流通銀行券と発行部所有の銀行券である。発行部の資産は発
行銀行券の裏付として保有されている高をあらわしている。1934年のインド準備銀行法に
よれば，アメリカの連邦準備法の一つの重要な特色をとりいれて比例準備法を採用した。
すなわち銀行券発行高の40％は金貨および金地金，スターリング証券で準備しなければな
らない。しかも金および金地金の額は4億ルピー（金の評価は同法により1ルピーにつき純金8．4
7512グレィン）を下ることができない。残りの60％をルピー貨およびインド政府ルピー証券と
インド国内で支払われ準備銀行の買取ることのできる適格の為替手形および約束手形をも
ってあてることを定めているが，この中ルピー証券はその最高限が全体の資産額の25％或
いは5億ルピーの何れか高い方をこえてはならないことになっている。しかし特別の認可
によってさらに1億ルピーの限度の引上げが認められている。また政府のルピー証券とル
ピー貨との総計については最高限度の定めがない。政府のルピー証券は中央政府の借入の
ため発行した大蔵省証券およびその他の公債である。な’ ｨ準備銀行は40％の準備率を下廻
って限外発行を行いうるがこの場合は政府の承認を必要とする。（B．E．　Dadachanji；The
Monetary　System　of　India，　PP．17－9．）
　外国証券については従来スターリング証券に限定されていたが1948年の法律によってI
MF加盟国の通貨表示のものに拡げられた。この証券は発行部がIMF加盟国の中央銀行
に対して有する預金貸越残高，加盟国宛の満期90日以内で当該国で自由に通貨と交換され
うる外国為替手形および加盟国政府の発行する満期5年以内の証券と定められているが実
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際にはイギリスの大蔵省証券が大部分を占めている。
　その後詰2次5ケ年計画の遂行を容易にする目的で40％比例準備制度の上に若干の改訂
がほどこされた。すなわち1956年の準備銀行法改正によって，外国証券の保有最低限度を
40億ルピー（緊急の際においては政府の事前の承認で30億ルピーに減額することをうる）
とし，金および金地金のそれを11億5000万ルピーとあらためた。従ってその合計は51億50
00万ルピーとなったわけである。また金評価の基準を1トーラ62．50ルピーとしIMF金
平価に従った。従前は金の過少評価となっておりこれが訂正されたことである。ついで19
57年10月準備銀行法の改正がさらに行われて，発行部の所有する金貨および金地金，外国
証券の合計額の最低限度が20億ルピーと修正され，この中金貨および金地金の額は11億50
00万ルピーを下ることをえないとした。近年特に第2次5ケ年計画以降銀行券発行高は急
速に増加していった。かくてインフレ状態を惹起し政府のインフレ対策は流通銀行券の収
縮に対し十分な成功をおさめるに至らなかった。（P．qJain；ibid．，　PP．193－4。）
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　　（単位100万ルピト）　（B。E。　Dadachanji；ibid．，　P．23．日銀外国経濱統計月報）
　つぎに量的金融政策に関してまず公定歩合について見ると中央理事会がこれを一律に定
めている。公定歩合の建て方は基準割引歩合，国債担保貸付利子歩合，再割引適格手形担
保貸付利子歩合とあり，何れも同率にしてほかに州’協同組合銀行に対する優遇貸付歩合が
ある。公定歩合は1945年末において3％，1951年11月に3．5％，1957年5月以降は4％に
引上げられたがその運用は弾力性に乏しい。貸出の対象機関は指定銀行，州協同組合銀行
及び銀行会社（Banking　Company）であるが，準備銀行に対する指定銀行の依存度は低
い。
　インドにおける主要な金融市場として，ボンベイおよびカルカッタの中央市場がある。
それに対しbazarr　marketがあってそこでの割引歩合は9～10％と非常に高く，公定歩
合との間に大きな格差がある。公定歩合の変動は市中金利の上に殆んど影響をおよぼさず
有機的関連性に乏しい。
　準備銀行のオープン。マーケット。オペレーションの主たる対象物件は，再割適格手形
および中央政府または地方政府の発行もしくは保証する証券である。インドには大蔵省証
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券の割引市場が欠除しているため，長期公債が主たる対象となっている。第2次大戦中商
業銀行は大量の政府証券を保有したが，戦後の資金需要を政府証券の準備銀行への売却で
まかなった。すなわち準備銀行は戦後買オペレーションをかなり活濃に行ったがそのため
インフレ傾向が生じ，1951年これを手控えるに至った。準備銀行はこの間国債価格支持政
策をとっていたわけである。
　その後準備銀行は売オペレーションに重点を置いたが，その結果の金融遍迫で1956年11
月国債価格支持の政策をとり，その後市中の資金量に大きな影響をおよぼすような操作に
ついて慎重に対処しているようである。オーフQン。マーケット・オペレーションがその効
果をあげるためには，発達した証券市場の存在また適切な制度的仕組が必要であるが，こ
れらの点で東南アジア諸国の実情に後進地域のもつ問題が共通的に存在すると考えられる。
　インドにおける可変的支払準備制度の採用は1956年にはじまる。その対象となるものは
指定銀行であるが，これとは別に指定銀行以外の銀行に対し預金者保護の観点から・1949
年の銀行会社法による固定的現金準備制度が設けられている。指定銀行の預金は要求払預
金と定期性預金とを対象とし，その準備率の最低および最高限度の幅を定めている。すな
わち要求払預金については5～20％　（現行5％），定；期性預金については2～8％（現行
2％）となっている。準備率の変更決定は中央理事会の権限となっている。
　準備銀行はこの準備率の操作によって，指定銀行の資金のアベイラビリティに影響を与
えうる。しかし準備率変更の銀行におよぼす影響は非常に強いので，別個に追加的準備率
変更の規定を設けている。すなわち或る特定日以降の増加預金額について100％以内の追
加準備を課することをうるが，通常の準備とあわせた総現金準備は要求払預金の20％，定
期性預金の8％（それぞれの準備率の最高額を示す）をこえてはならないとしている。
　特殊金融機関
　第2次大戦後特にインド独立後，その工業発展につれて，多くの特殊金融機関が設立さ
れることになったが，それらについて簡単にご＼で補足的に述べておきたい。　（s。L．　N。
Simha；The　Capital　Market　of　India，　PP。141－96．）
　イギリス植民地時代からイギリス資本による経営代理業者（managelnent　agent）が存
在していた。これは長期資本の供給機関として重要な役割を果したものであるが，1956年
の会社法改正により種々の制限が課せられるに至り，r現在は10社以上の会社の支配はこれ
を認められないことになった。
　第2次大戦後近代的工業金融機関として多くのものが設置されたが，1948年の設立にな
るインド工業金融会社（lndustrial：Finanee　Corporation　of　India，　IFCI）がその最初
のものであった。鉱山業，発電，製造工業，配給業を営む有限会社および協同組合，さら
に海運業，ホテルをも含めてそれらに対する長期貸付を行う機関である。その主要業務は，
（1）工業会社に対する期間25年以内返済期限の貸出および社債の応募，（2）同じく同期間以内
の工業会社による市場借入に対する保証付与，（3）工業会社の発行する株式および社債の引
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受，（4）国外製造業者と協定を認められた工業会社による資本財の輸入に関する延払いの保
証付与などである。資本参加はインド政府，準備銀行，インド生命保険会社，指定銀行，
協同組合銀行，保険会社および投資信託会社により行われているが個人は同会社の株式保
有が認められない。なお社債発行によっても資金を調達している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついで州金融会社（State
　　IFCIの資本分布（単位10万ルピー）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Financial　Corporation，　SFC）
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（単位10万ルピー）（S．：L．NSimha；ibid．，　P．144。　PP．146－7．）
で，1953－4年度末において6社，1954－5年度末において10社，
13社に増加し，第1次5ケ年計画による経済活動の進展で急速にその設立が増加した。す
なわちマドラス，パンジャブ，ボンベイ，ケララ，ウェスト，ベンガル，アッサム，ウッ
タル，プラデシュ，ビハール，ラジャスタン，マディヤ。プラデシュ，オリツサの13州にお
いてゴその払込資本金の総額は1億3220万円（1959年3月）に達している。
の設立を企図した法律が1951年
議会を通過した。もともとイン
ド金融会社法（1948年）は全イ
ンドの会社をそのもとにおこう
としたものであるが，会社の営
業活動が必然的に大規模のもの
に範囲が限定されたので私企業
を含めて中小規模のものへの資
金供給機関として生まれたもの
である。
　州金融会社の授権資本は各州
によって最低500万ルピーから
最高5000万ルピーの間で定めら
れているが，現行会社の実際は
2000万ルピーから4000万ルピー
の範囲内である。出資は州政府，
準備銀行，指定銀行，’協同組合銀
行，保険会社および投資信託会
社によってなされているが個人
応募も全額の25％を限度として
認められている。しかし実際に
は10％をこえたところはない。
　この法律による最初の設立は
1953年のパンジャブ金融会社
　　　　さらに1955－6年末で
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　1954年，全国工業開発会社（The：National　Industrial　Development　Corporation，：N・
IDC）が設けられた。インド工業の発展推進を目的とするもので，特にインドの産業構造
のギヤツプをうめるに必要とされる公私両部門にまたがってインド工業の均衡のとれた発
展を企図して産業資金の供給を行わんとするものである。同会社は私的有限会社であり，
その授権資本は1000万ルピーにして払込資本は100万ルピーであるが全額政府払込である。
なお資金源として政府の補助金および貸付金があり，1958－9年度においてそれぞれ2000
万ルピーと50万ルピーとなっている。第2次5ケ年計画のもとに政府から供給された5億
5000万ルピーに達する資金が完全に利用されるか否か疑わしいようである。会社の業務は
中央政府によって任命された政府役人および民間人からなる取締役会によって経営されて
いる。
　翌1955年インド工業信用投資会社（The　Industrial　Credit　and　Investment　Corpora－
tion　of　India，　ICICI）の設立を見た。これはインドにおける特殊金融制度の分野で一つ
の里程標となったもので，資本所有，経営，貸付業務に関し上述した諸機関と趣を異にし
融通性をもった機関である。会社の授権資本は2億5000万ルピーで現在払込資本は5000万
ルピーである。その中3500万ルピーはインド国内の銀行，生命保険会社，同会社の関係者
および一般公衆からのもので残り1500万ルピーはイギリス，アメリカの銀行および会社か
らのものである。また15ケ年据置後15ケ年年賦償：還の無利子の政府からの貸付金が7500万
ルピー，4．5％利子のPL480（Public　Law　No．480）による1000万ルピーおよび世界銀
行からの借入金1000万ドルがその資金源となっている。
　この会社はインド会社法のもとに登録された公的有限会社にしてその目的は私的部門に
おける工業的発展を援助するにある。その業務は伸縮的で（1）私企業の設立，拡張および近
代化の援助，（2）私企業に対する国内，国外の資本参加の助長促進および（3）工業投資および
投資市場の拡張に対する奨励促進にある。
　さらに同年全国小企業会社（National　Small　Industries　Corporation，　NSIC）．が，イ
ンド政府の招待になる小企業問題調査の外国調査団の勧告によって小企業育成を目途して
設立された。小企業の単位は最近まで大体において従業員50人以下の企業，動力を使用し
ないものについては従業員100人以下または資本金50万ルピーをこえない範囲の規模のも
のをさしている。調査団の特別勧告の一つは小企業に対し回る種の便益を与えんとするこ
とであった。すなわち，（1）政府との契約締結の援助，（2）マーケッティング。リサーチ，（3）
分割払いによる機械器具の購入であった。そのほか小企業が銀行または他の金融機関から
貸付を受ける場合その引受または保証を行うことである。会社の授権資本は100万ルピー
であったが1957年に500万ルピー，さらに1959年には2000万ルピーと増加し，払込資本も
1958年差当初の20万ルピーから400万ルピーに増加し全額政府払込であった。会社の営
業活動は政府から貸付および補助金の形式で融資を受けて行われ，容易な分割払い制度に
よる小企業への機械の供与を行わんとする計画であった。この方法では申込者は機械の価
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額の20％を頭金として支払えばよいことになっていた。従って前述した便益供与は小企業
に対する技術的智識の提供と金融的援助とは別に行われた点で純粋な金融機関の枠内にと
ごまるものではないとい㌧うる。
　ついで1956年に国際金融会社（lnternational　Finance　Corporation，　IFC），1958年
に再融資会社（Refinance　Corporation，　RC）がそれぞれ設立された。再融資会社につい
て見れば，この会社の設立の直接的目的はPL480による余剰農産物援助協定によるアメ
リカからの食料輸入から生じた見返資金から2億6000万ルピーにのぼる資金の利用として
再融資機関たることにあった。インド政府は再融資会社にこれを貸付し，再融資会社の資
金源は払込資本の1億2500万ルピーとあわせて3億8500万ルピーにのぼる。払込資本の出
資内訳は準備銀行一40％，生命保険会社一20％，ステート・バンクー18％，その他14の指
定銀行一22％となっている。その業務は加盟銀行の行った中期の貸付に対し再融資を行う
にある。
　そのほか単一の機関としては最も大きな長期資金の供給者として存在するものに1956年
に国有化されたインド生命保険会社（The　Life　Insurance　Corporation　of　India）を付
加しておく。
　以上インドにおける金融機関の体系を個々の機関を中心として考察してきたが，その特
徴としてあげられることは中央銀行たるインド準備銀行を含めて近代的機構としての金融
機関と，現在なお全土にわたって根強い力をもつ土着金融機関一因：襲的な経営になる非近
代的な伝統的金融機関との併存，　しかも両部門間における有機的関連の存在しない二重構
造的な金融体系を構成していることである。
　金融体系の上で組織的金融部門と非組織的金融部門との併存，　しかも両者が有機的連け
いを欠くことのもたらすインド金融市場の不安定性，不完全性は指摘せらるべき点である。
経済開発5ケ年計画の遂行の上でも一つの阻害要因となるものである。インド準備銀行の
金融市場に対する統制力の十分な発現を期待しがたいことは，計画推進の上で果すべき金
融の役割を減殺する恐れがあるであ弓う。
　インドの金融制度が二重構造的な構成を示していることは，それが藩論銀行を申心とす
るピラミッド的なシステマティックな体系のなお確立されていないことを意味していると
同時に前述した諸金融機関が相互に有機的な関係で十分に連けいされていないことをあら
わすものである。近代的金融機関自体がなお十分に整備された状態ではない。
　こ＼では土着金融機関についてさらに一歩進めて考察したい。しかしながら銀行組織の
枠内で土着金融機関を取扱うことには多少の疑問があるであろう。土着金融機関を体系的
に近代的銀行組織の中で同列的に論ずることはできない。しかしながらそれら自らの間に
おいて，また他の金融機関との関係において，それぞれ組織化および組織的な連けいの存
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在しない土着金融機関が現在も，都市，農村において重要な資金の供給源として根強い地
位を占めていることはこれを無視することのできない事実で，そこにインドの金融制度に
おける特徴が見出されるのであって，この実情から土着金融機関をとりあげることもあな
がち無意義ではないであろう。
　インドにおける銀行数はこれを正確につかみがたいが，だいたいにおいて次のようである。
（P．C．　Jain；ibid．，　PP．204－7。）
外国為替銀行（1959年末）
協醜頴（1958年6月） 当|霜醜行
土地抵当銀行（1958年6月，Central，　Primary　Land　M・rtgage　Bankを含め）
　指定銀行（1959年末）
　非指定銀行q959年末）
インドの銀行の一つの特徴は，
16
21
418
364
78
269
　　　　　　　　　　　　　　　若干の大銀行の存在に対し残りは小規模の銀行が多く両
者の格差が大きいことである。指定銀行についていえば大規模なものが28行を数えている。
ステート。バンクを別としてインドにおける最大の商業銀行はCentral　Bank　of　Indiaで
あり，それにつ団いてBank　of　India，　Punjab　National　Bank，　Bank　of　Baroda，
United　Commercial　Bank，　Allahabad　Bankの5銀行がある。なお1つの特徴は銀行
の分布が全土にわたって均等的に発達しておらず，州によって銀行数に非常な格差があり
必然的に大都市に集中し農村地域が比較的に軽視されてきたことである。
　すでに述べた如く商業銀行のカテゴリーに入るものとしてインド株式銀行，外国為替銀
行およびステート・バンクがあり，これらはさらに指定銀行と非指定銀行とにわかれる。
指定銀行についていえば1959年末現在において，ステート。バンクは823店舗，外国為替
銀行は66店舗，インド株式銀行は3，036店舗をもち，非指定銀行の店舗は926店舗を数えて
本支店数の合計は4，851にのぼっている。この店舗数は1951年末のそれぞれ．391，64，2，
191，1，473その合計4，119店舗数に比較して732店舗の増加を示している。増加の内容は株
式銀行において著しく非指定銀行では逆に減少を示している。
　以上の数字は組織的銀行部門におけるそれであるが，非組織部門における土着金融機関
の数は明らかでない。古い資料であるがシラースは当時の国勢調査から，インドにおける
銀行業者の数は50万人以下であって人口の8分の1％であったと述べている。（qESh－
irras；Indian　Finance　and　Banking，1920．　p．340。）この銀行業者の中に含まれるものとし
て，銀行経営者，マネー・レンダー，為替代理業者，保険代理業者，両替商およびマネー
・ブローカーとこれらの使用人をあげているが，勿論当時においてもその実態は明らかで
ない。The　Grow　More　Food　Enquiry　Committee（1952）が蒐集した新しい資料に
よると登録ないし認可されたマネー・レンダーの数は次の如くである。（¢P。9upta；The
Reserve　Bank　of　India　and　Monetary　Management，　P。39。）
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　　　　　　ビノ＼一ノレ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29，984
　　　　　　ボンベイ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25，226
　　　　　　マディヤ・プラデシュ　　　　　　　　　　　　　9，126
　　　　　　パンジャップ　　　　　　　　　　　　　　　　276
　　　　　　ハイデラバード　　　　　　　　　　　　　　15，875
　　　　　　マイソール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　349
　近年インドにおいては協同組合銀行が次第に発展をとげ，農業金融の面で重要性を高め
てきたが，広大な農村地帯でなお依然として重要な金融機関としての役割を果しているも
のは，これらの地域に古くから存在し強固な地盤を有している伝統的な土着の金融業者で
ある。すなわち，マネー・レンダーと土着銀行との2つに大別される。
　インドの株式銀行が主として都市における資金の供給源としてそこに集中的に存在して
いるにもか＼わらず，これらの都市において多数の小製造業者や小商人の資金需要をまか
なうために存在しているのが土着金融機関である。これらの機関は家屋およびその他の資
産を抵当とし，或いはフンデイ手形の割引の方法でかれらに融資を行っている。国内取引
の中で占める比率はかなり高いと評価されている。　しかし土着金融機関がその主要な活動
領域を見出しているのは勿論内陸農村部門である。インドは農業を中心とする産業構造の
国であり，村落共同体的社会である。土着金融機関が最も寄与する地盤はこ＼にあるとい
えよう。いま主としてウィルソンに従ってその説くところをマネー・レンダーと土着銀行
とにわけて述べることにする。（工S．G．　Wilson；The　Business　of　Banking　in　India，　in
‘‘ aanking　in　the　British　Commonwealth，”edited　by　R。　S．　Sayers．　PP。177－86．）
　マネー・レンダーも土着銀行も商業銀行の対象としない部門の金融を行うが，両者の地
位を一般的にいって明確な一線を引いて区別することは困難であるが，そこに若干の相異
が見られる。
　土着銀行は預金業務を行いまたフンディ手形の割引を行っている。この点で本来的な銀
行業務を行っているに対し，マネー・レンダーは通常以上の如き業務を行わない。すなわ
ち主として自己資本を以て資金の供給源としている。　もっともその資金を他に依存し，ほ
かのマネー。レンダーから借入れて営業するものもある。地方のマネー・レンダーが都市
のマネー・レンダーから借入れを行い，都市のそれはまた土着銀行，商人，貿易業者或い
は協同組合銀行から資金の借入れを行うごときである。この場合も預金業務による資金調
達が行われるのではない。
　土着銀行は都市の商工業者への生産的金融を行うが，マネー・レンダーは都市において
は土着銀行に比して消費金融の方に比重がか＼っている。
　土着銀行はまたマネー。レンダーに比較して，貸付資金の使途，返済，期限などについ
て相対的に厳格であるに対し，マネー・レンダーはその貸付利率において高い。
　以上述べたような相異にもか＼わらず，両者ともに経営が古いカースト制度の上に家族
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営業的な且ρ非科学的な経営方法がとられている。商業銀行の如く主として都市1ζ集中す
ることなく都市，農村のいずれにもわたって広くインド全土に散在していることも共通的
な点である。
　マネー・レンダーはだいたい二つのグループにわけることができる。
　（a）職業的マネー・レンダー　都市農村にあってこれを職業とするものであり，この
中には巡回的なマネー・レンダーをも含んでいる。
　（b）非職業的マネー・レンダー　例えば地主，大規模な農業経営者，商人，貿易業者，
さらに弁護士，恩給受給者，僧侶或いは未亡人に至るまで広範囲で，かれらは余裕現金を
必要とする者に貸出すが非職業的なものである。またかなり小さな金貸しがいて，かれら
は友情の上に通常無利子で同じカーストの間の人々に融通するものもある。
　概してマネー・レンダーの貸付は相互信頼の基礎の上に行われ，屡々保証人や証書なし
ですら行われる。しかし貸付金額が大きい場合や古い貸付を更新するに際しては約束手形
が用いられた。貸付はまた土地，住居，備品，ときには稀だが家々を担保として行われる。
　また農村ではマネー・レンダーは収穫物をかれらに或いはかれらを通じて売却するとい
う了解のもとで，個人保証で或いは農産物担保で必要な農業資金の貸付を行った。　bania
やsowkarと呼ばれるマネー・レンダーは金融を専業とするものではなく，農業や商工業
を営んでいたので，今日でも多くの村落における融資の形態が現金で行われたり，或いは
物で行われたりすることは通常の慣習であった。
　さらにマネー・レンダーはかれらの貸付資金が如何なる使用目的をもつものであるかに
ついて関心をもたない。従ってその資金がどのように消費されるかについても調査を行わ
ない。しかし勘定は屡々不正確で，小さなマネー・レンダーに至っては，かれらがほんの
僅か控え書きをする切抜帳程度をこえるものを用意していない。たゴもっと大きいものに
なれば，日記帳，元帳のいずれをも備えていた。一般に返済期限に関してはルーズで，借
入側が弁済を急がされることは稀であった。しかし利子の支払いは厳格に要求されその利
率も一般に高水準である。正確な資料に欠けるが，期間，担保などによっては驚くべき高
利であって，農村のシャイロックと呼ばれるほどであった。　こうしたことから農業金融機
関の農村における活動の進展にともない，マネー・レンダーと村落住民との関係は近年漸
次悪化しつ～あるということである。
　マネー・レンダーと農民との間の貸付関係において，農民の恐ろしいほどの無知がかれ
らにわざわいしていた．と考えられる。マネー・レンダーは農民の無知の上に営業し，いつ
の時代にも非難のまとであった。たゴしかし非難のバランスは一方の側だけにあるのでは
なかった。例えば退る農民は自己所有の寄物をマネー。レンダーに担保としておきながら，
それを他の第三者に売却したりすることが屡々であった。かれらの貧しさから帰因するこ
とであったとしても，マネー・レンダーの報復的処置を受けることになった。マネー・レ
ンダーの課する貸付利率はきわめて高く，また貸付にあたっての約定利率と実行金利とに
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屡々非常な相異があるなど，マネー・レンダー側でとられる損失防止策も非合法的なもの
となる傾向があった。
　都市におけるマネー・レンダーの営業方法も農村における場合と殆んど同様であるが，
たご都市のマネー・レンダーは屡々フンディによる貸付を行い，その活動も農村における
より一般にその規模が大きい。かれらもまた金融のみを専業とするものではなく通常他の
職業をも兼ねるものであった。
　他方巡回マネー・レンダーがいるが，特にパターン　（Pathan）のそれは最も有名であ
ろう。パターンの巡回マネー・レンダーはインドの殆んど全土の地域にわたって見ること
ができる。かれらの営業は地域よりもむしろ特殊な階層の人々に限定されている。すなわ
ちその顧客は主として貧しい階層の高々を対象とするもので，貸付も通常5ルピーから50
ルピーを範囲とする小額貸付である。貸付方法も約束手形によるか，或いは帳面上にサイ
ンないし掴印をするような形式をとっている。返済不履行の際にはかれらは暴力や脅迫に
訴えて，法廷で解決しようとすることはまずなかった。暴力の実際のケースはそう多くは
なかったであろうが，用いられる手段が借手をして長く恐怖の状態におかしめるようなて
いのものであったという。
　長期にわたってマネー・レンダーの活動を規制せんとする種々な計画が行われてきた。
しかし法律に対する無知，およびかれらから手っ取り早く借入れられるという便宜さから，
この種の規制の多くが効果的に働いていなかったといえよう。しかしながら近年立法措置
に対する一般の要求が強くなり，地方自治が行われるようになって，多くの地方でマネー
・レンダーの営業を規制する法的措置がとられるようになった。
　かくてマネー。レンダーはその営業の認可をえなければならなくなった。またその利子
も25ルピーまでの小額貸付に対して9％％，大口貸付に対して6％％に制限されている。
一方帳簿管理，定期的営業報告書の作成の義務を課せられ，英語もしくは特定語で書かれ
た勘定簿を保持しなければならなくなった。
　以上の如き規制措置はマネー・レンダーをして一時貸付業務から手をひかせる結果を生
じ，また多くの地域で職業的マネー・レンダーがその姿を消していった。職業的マネー。
レンダ㌘の衰退は，現存の金融機関によってはうめることのできない真空状態を惹起し，
その結果農村地帯における一般的な信用欠乏状態を生ぜしめる結果をもたらすことになっ
た。村落住民の資金需要をみたすために一方で逆に非職業的マネー。レンダーの重要さを
増すが如き現象があらわれたことである。
四
　マネー・レンダーが必要悪的存在であったとしても，土着銀行はそれよりもなおインド
の産業に対し遙かに重要性をもつ存在であろう。しかしこの土着銀行も近代的な経営形態
をと㌧のえていないことについてはマネー．・レンダーと同様である。程度の差こそあれ商
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業を兼営しているものが多い。従ってその範囲も広く雑多なグループを含んでいる。それ
はごく小さなマネー。レンダーと大同小異の程度のものから大規模の営業を行うシュロッ
フ（Shroff）に至るまで，ときには指定銀行に匹敵する規模のものまである。
　土着銀行は一般に貸借対照表を公表する慣習もなく，その営業に近代的方法を導入する
ことにも気乗り薄であり，長期にわたる伝統に従った因襲的な営業が行われている。土着
銀行がその経営を近代的銀行の固有の業務だけに限定していないことおよび自ら限定しよ
うとしないことは，土着銀行をして組織的銀行制度を構成するファクターとしてインド銀
行制度の枠内に体系化せんとする意図に対する障害となるものである。
　これら土着銀行は通常，各々のカーストや地域社会に所属しており，　Multanis，　Mar・
waris，　Natukattai　Chettis，　Kalladkurchi　Brahminsなど種々の名称で呼ばれており，
都市土着銀行と農村土着銀行とにわかれる。
　ムルタニス
　かれらははじめその資金を自己資金に依存していた。その本拠はかつてShikarpurで
あったが，現在はインド全土にひろがっている。その活動は主として市や町に集中してい
る。かれらは資金を株式銀行からの借入れによっても調達し，ボンベイおよびアーメダ
バードのシユ・ッフはかれらの間砒較的低い利率それは暢％から6％の間で資金
の貸付を行っている。
　ムルタニスはその営業を銀行業務，主としてフンディ業務に限定しており，慣習的に貸
付にともなう危険の増大が予想されるが如き取引をつとめて避けようとしている。こ＼で
フンディ　（Hundi）について説明をつけ加えておこう。
　フンディは土着銀行が銀行業務を営むに際し用いる独特の信用手段である。一種の約束
手形にして融通手形と商業手形のいずれの場合も存在する。法律で認められたものではな
く商慣習の上で流通を認められたものである。中小商工業者はこのフンディを多く利用し，
必要に際して土着銀行宛振出して割引を求める。インド国内における便利な送金手段とも
なっている。土着銀行は振出されたこのフンディの割引を行って資金を供給するが，この
フンディの割引利率がバザール・レート（bazaar　rate）である。
バザール・レート（年利％）
年　　月　　ボ　ンベイ
1929－30
34－35
39－40
44－45
1i－5÷
61－3
6÷一5÷
51一＋ゲ
カルカツタ
12－10
8－6
7－6
マドラスレ鳳痴話
7－6
　8－5
　3ナ
31－3
3一
42
49－50
53－54
1956．12月
57．〃
58．〃
59。〃
60．〃
61。〃
62．9月
81一了告
gl－81
　　9÷
111－g1
9－
P一一9
1・桔一9
　　12
12
12
12－10
12－10
11弓「11
　10－9
12．5－11．5
12．5
12．5
13一ｴ一13寺
　　12
1211
12量
　　12
13．92
13。92
13．92
3窒
4窒
　　　
　　　（（瓦P．Gupta；The　Reserve　Bank　of　India　and　Monetary　Mallagement，　p．44。
　　　日銀，外国経済統計月報（1956年以降））
　土着金融機関で構成されるバザール市場は，古くから発達した伝統的な手形割引市場で
中央市場に対する地方市場である。ムルタニスはボンベイを中心として組織されており取
引量が大きい。インドの中央市場はボンベイおよびカルカッタであるが，そこでの割引市
場がなお十分な発達をとげていないに対し，バザール市場ではフンディの割引を通じて活
濃な取引が行われている。
　ムルタニスを中心とするバザール市場では，ムルタニス・フンディが流通する。これは
短期資金の借入を目的として借手の商工業者がムルタニスに対し振出したもので，期限は
通常90日目の，金額にして2500ルピーから5000ルピーまでのものが主である。ムルタニス
。フンディは対人信用に基づくクリーン・ビルである。
　すでに述べた如く，ムルタニスの業務は自己資金で行われるが，フンディの割引では買
取った手形をさらに商業銀行に再割引することも行われ資金の固定化をまぬがれている。
フンディの再割引を行う銀行は主としてステート。バンクであるが外国銀行はこれに介入
しない。しかしながらこの再割引によってバザール市場が中央市場と結びつくルートとな
っていることは注目すべき点である。
　バザール市場における割引率は上の表で示した如く，ほゴ9％から12％の間にあって商
業銀行のそれに比して高い。最高限はボンベイのMoney　Lenders’Actによって制限さ
れており，その最低限はムルタニスの商業銀行において適用される再割引率によって制約
されだいたい5％である。勿論金融市場における資金需給状態および季節的事情などの如
何によって左右される。
　さらにまた上のバザール・レートの表が示す如く，各地におけるレートの間にかなりの
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幅の相異が見られる。このことは各々の市場における特殊事情，危険要素を勘案してもな
お各市雨間の資金移動の不円滑性，バザール市場の組織性の欠除を証拠づけるものである
といわなければならない。
　マルワリイ
　これはその業務でムルタニスほど制約されていない。かれらはマーチャント・バンカー
（merchant　banker）である。商業を営むほかに融資を行いフンディ業務を行っている。
かれらはMuddatiと呼ぶユーザンス・フンディ　（usance　hun＆i）で商品担保による貸
付を行う。その供給資金は4％ないし7％の利率で利用しうるかれらの所属社会からの借
入資金に依存しているが，また預金の受入をも行っている。
　チェティヤー
　かれらはチェティヤー以外のものから3ケ月，6ケ月，　1年期限の定期性預金の形で相
当金額にのぼる預金の受入を行っている。その利率は固定的であるかまたはチェティヤー
・レート（月毎に何アンナという相場で示されている）よりも1ないし2アンナ低い月々
に変動する利率である。また商人や貿易業者から当座性預金をも受入れている。加うるに
株式銀行からの借入或いは当座貸越の方法によっても資金の調達を行っている。チェティ
ヤーのすべてが金融業者ではなく或るものは単なる商人であるが，かれらの所属団体から
でなくむしろムルタニスから借入を行うことは通常のことで，か＼る方法によって資金を
調達している。
　資金供給の面から見るとかれらは，フンディの割引や商品担保によってまたは口約によ
る貸付を行っている。個人的保証によっても信用が与えられるが，大口の貸付に際しては
危険分散の意図から2，3のチェティヤーが合同で行うこともあった。
　カラドクルチ・ブラーミンズ
　かれらの資金も預金にその一部を依存するものであった。すなわち定期性預金を6％な
いし8％で，当座性預金を5％ないし7％の利率で受入れている。同時にかれらは自己資
本に殆んど等しい程度の金額で資金の借入も行っている。
　土着銀行の営業活動はそれぞれ独立的であるが，古い起源をもつマハジャン（Mahajan）
と呼ばれる一種のギルドも存在した。土着銀行家は盛んど金融カーストやその団体からの
出身者であるが，その主たるカーストはヴェィシャ（Vaisha）と呼ばれるもめである。土
着銀行家はその職業に対し育てあげられた。　しかし一般的にいってかれらは特別の銀行業
教育を受けているわけではない。かれらは因襲的な慣習の上に過去の経験からその事業を
営んでいる。
　借手の側から見た場合の土着銀行の利点は，商業銀行におけるが如き業務上の遅延がな
くまた繁雑な手続きを要しないことであろう。かれらの顧客に対する勘定は常に明らかに
されており，簡単ではあるが経済的な方法で維持されている。しかもその勘定は正確で，
目的に対し全くといってよいほど正確である。土着銀行は当座性および定期性預金を受入
れ，その預金利率は季節，預金の預入れ期間，市場の資金需要などの状態によって異るが，
3％ないし9％の間で定められている。土着銀行をマネー・レンダーに比較すれば，遙か
に正確且つ責任をもった業務を行っておりその信用度は高く評価されている。
　土着銀行の営業の形式ばらぬ点が土着銀行をして地域住民に密着させているといいえよ
う。かれらが顧客に対し与える知識や便宜さは，より大きな組織的機関からでは享受しが
たいほどのものである。かれらの貸付政策は甚だ伸縮的である。また多くの町でマーケッ
トが夜10時まで営業しているが，土着銀行はマーケットの閉店後夜間の預金を受入れて安
全に保管のサービスを行い，或いはまた株式銀行の営業開始に至らない早朝6時に開店す
るなど顧客に対し種々の便宜を提供している。
　土着銀行がその貸付の対象とするものは国内の中小商工業者が主である。その資金源は
自己資本と預金の受入れにあるが，預金に殆んど依存することなく同カーストに所属する
人々からの借入金に大部分を依存する場合も多い。その主な貸付方法は次のような形で行
われる。
　（a）フンディ手形の振出しおよび割引
　（b）土：地，家屋など不動産或いは商品を担保とする貸付
　（c）証書による貸付，証書面に貸付金額，利率その他の貸付条件が記載される。2名
　　　以上の保証人の要求される場合もある。
　（d）借手が銀行帳簿の上に返済を約束する署名，収入印紙の貼付をなして貸付が行わ
　　　れる。この場合口頭で貸付条件が約束される。
　土着銀行は農業金融については直接これを行わない。農業従事者への信用供与は以前は
殆んど全く農村のsowkarやbaniaによって行われてきた。インドの小百姓，すなわ
ちryotと呼ばれるものは農村のマネー・レンダーの主要な得意先であった。かれらは担保
に提供しうるものを殆んど持たなかった。従って近辺に支店を設置していながらも株式銀
行はかれらへの貸付をす～んで行うことを手控えた。小地主といえども約8ケ月後用意し
うる小麦の収穫のみでは，、流動性が強く考慮される商業銀行からの借入を期待することは
殆んどできなかった。　もっとも土着銀行といえども穀物商人に対する貸付や農業経営者に
対する前貸を行う場合もあるが，概して土着銀行が農業者と直接の取引関係をもつことは
実際的なことではなかった。しかし土着銀行はその資金を農…村の　sowkarやbaniaに貸
付利用させることによって間接的に農業に対し融資していることになる。従って農業えの
援助はそれから派生する取引に対する融資であって大半が間接的なものであるとい㌧えよ
う。
五
　土着銀行の多くが銀行業務以外の一般商業活動を営んでいることはすでに述べたところ
であるが，或る州では近年土着銀行の銀行業務が衰退する傾向を示しているといわれてい
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る。とすれば土着銀行は商業活動の方へ余分に力をいれなければならないことになる。
　土着銀行の銀行業務が衰退する原因には種々の点が考えられるが，まず次のような理由
があげられるであろう。インド産業を背景とする土着銀行と地域社会との結びつきの中で，
土着銀行が銀行業務を専業とするよりも商業活動をあわせ営む方がその利益となること，
これは近代産業なり大規模工業との結びつきを歴史的にもたない土着銀行が，銀行業務を
専業とするにはその業務の狭隙なこと＼地域産業自体の遅れをあらわすものであり，且つ
土着銀行家が本来投機的な商業活動を好む性格を語るものであろう。
　また他銀行との競争関係で，商業銀行を規制する銀行帳簿検査法（B蝕kers’Book　Evi・
de皿ce　Act）により与えられる特典を土着銀行が受けていないこと，さらにフンディに貼
付する印紙税の高いことなど銀行業務を行う上で不利な点であろう。
　しかしながら以上にまして重要なことは，インドにおける金融制度が漸次整備されてき
たということであろう。インドの金融制度が当面する課題は近代的銀行組織の整備拡充で
ある。この点で株式銀行，ステート・バンクの活動範囲がひろがり，従来の土着銀行業務
の面にまで漸次進出してくる傾向があらわれたために競争がはげしくなってきたことであ
る。農村地帯においても農業金融機関としての協同組合銀行が組織化されてきたことも，
土着銀行の活動に間接的な影響をおよぼすものであった。いずれにしても古い経営方法を
墨守する保守的な土着銀行が，近代的な商業銀行との競争で立遅れることになったからで
ある。
　こ＼で一一考を要することは土着銀行のもつ欠陥である。それは土着銀行が土着銀行相互
間においても，またインド金融制度の体系の中においても他の金融機関と十分な連けい関
係をもって組織的な発展をとげていないということである。すなわち土着銀行は相互独立
的な集合体にとゴまっている。なおまた古くからのカースト制度の中で土着銀行家が育っ
てきたため，営業方法が保守的であり近代化，合理化が行われていないこと，さらにまた
営業活動が都市，農村で比較的資本蓄積に乏しい階層を対象とするためその預金業務が発
達していないこと従って資金面からもその営業活動が制約されぎるをえない結果に終って
いる。　（金原」和前掲論文69－70頁）
　土着銀行のか＼る欠陥に対する改善策として，かって中央銀行調査委員会（Central　Ba・
nking　Inquiry　Committee）の検討した要点は土着銀行をして銀行業務に専念させると
いうことであった。そのため土着銀行をインド準備銀行に登録させて指定銀行とし，あわ
せて準備銀行，ステート・バンクその他株式銀行から貸付，割引の使宜を与えられるよう
にせんとするものであった。　（金原氏，前掲論文70－1頁）
　要するに土着銀行をインド銀行協会の会員とし，近代的金融制度の枠内に吸収せんとす
る考え方であって，具体的には種々の方法が考慮されたが例えば，土着銀行自体の株式銀
行への改組，土着銀行をしてロンドンの手形割引市場におけるビル・ブローカーの如き役
割を行わせ，他方インドの手形市場の育成拡大をはかりそれを通じて探式銀行との連けい
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を強化すること，或いはまた支店制度を設けて株式銀行との結合をはからんとするが如き
構想である。
　上述の手形市場の育成については，なお金融制度が整備されておらず短資市場或いは割
引市場が貧弱で，中央銀行の再割引手形残高がいうに足りない状態であり，商業銀行は豊
富な現金準備を保有する慣習がある。そこで1952年BiIl　Market　Schemeが採用せられ
た。従来商業銀行の貸出は当座貸越の形で行われていたために，インド準備銀行が最：終的
貸手として関与する手段をひらくため，適格の商業手形を有しない商業銀行をして手形担
保による貸付の形式で中央銀行から借入を受けうるようにしたものである。この手形は当
座貸越の部分を転換させたもので，これを準備銀行は当初公定歩合以下の優遇レートで割
引に応ずるようにした。この計画の目的は商業手形制度の普及化をはかり，銀行に資金を
供給して金融市場に弾力性を与えようとしたものである。　（日銀調査局，諸外国における中央
銀行の政策手段，「戦後における金融市場の発達」）
　土着銀行がインド社会に古く根をおろしていることはすでに述べたが，そのもつ欠陥を
除去改善することは困難ではあるが，その実行は，インド産業の発展の上に大きな影響をも
ってこよう。殊に5ケ年計画の遂行による経済の拡大，近代化が企図されている現段階で
金融組織がそれに応ずる体制を整備することは強く要請されるべきことであり，土着銀行
自体の生きのびる上にも不可欠の要件であろう。帰する点は土着銀行の組織化と商業銀行
との連けい強化である。近代的銀行への脱皮のためにまず土着銀行家の近代的銀行業者と
しての訓練の必要および協同精神の昂揚の必要性は論ずるまでもないこと㌧して，分散し
ている公衆の貯蓄をいかにして吸収してゆくかの措置が講ぜられなければならない。
　か、る改善のための種々の計画提案にもか㌧わらず土着銀行自体の側に消極的な態度が
見られるが，今日土着銀行がそのフンディを指定銀行に再割引しうることによって，他銀
行との間に連けいの道がつけられ，バザール市場が中央市場と結びつけられる一つのルー
トがひらかれているがそれはなお十分な規模のものではない。しかも準備銀行は殆んどこ
れに介入していない。しかし土着銀行の今後の発展のためにはきわめて重要なことで，そ
こに土着銀行の生きる道が見出されねばならない。且つ両市場をより有機的に連けい強化
をはかることは，インド経済の発展のために最も望まれるべき点であり，インド金融制度
の整備の上で果されるべき課題である。
